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化粧品が小間物から分離されて，独自の商品カテゴリーとなるのは， 1900 (明治 33)年前後のことで





(1) Wパルタック八十年史~ (株式会社ノ勺レタック， 1978) 23 頁および井上ゆり子『船場朝日堂物語~ (人文書院，
































ω 『ライオン 100 年史~ (ライオン株式会社社史編纂委員会， 1992年)13頁。
(5) 小林富次郎編『歯磨の歴史~ (株式会社小林商唐.1935年)335頁。
(6) 前掲『ライオン 100 年史~ 16頁。
(7)前掲『歯磨の歴史~ 378頁， ~ライオン歯磨八十年史~ (ライオン歯麿株式会社， 1973年)115頁および前掲『ラ















者大山勇次郎は. 1909 (明治 42)年 3月に脇田に奉公に上がり. 1921 (大正 10)年に独立した(11)。ま
た，戦後の 1950(昭和 25)年 10月に中央石鹸株式会社を設立した丸山松治(後の中央物産社長)も，
















(則前掲『歯磨の歴史~ 344-348 頁，前掲『ライオン歯磨八十年史~ 118-l21頁および前掲『ライオン100年史』
22頁。
(9)十全堂の創業は 1909(明治 42) 年とされている(米山泰喜編『ダイカ創業物語~ . 1989年， 30頁)。
(10) ライオン株式会社史料センター所蔵『創業前後資料 明治後期に於けるライオン歯磨取引先~ (作成年不明)お
よび前掲『ライオン歯磨八十年史~ 127~128 頁。
(11) W創業 70 年史~ (株式会社大山， 1991年) 16~23 頁。








小林富次郎商庖は， 1909 (明治 42)年に匿名組合(資本金 30万円)に改組し，従来の個人経営から
の脱皮を遂げた。さらに，初代小林富次郎の没年 (1910年)には，初代富次郎と親交のあった村田亀太
郎との共同事業として，合資会社ライオン石鹸工場を設立し，歯磨専業への道を徐々に進めた。さら











た。まず， 1927 (昭和 2)年l月に東京(東京同盟会)，大阪(大阪大粧会)，名古屋の 3都市に， r協
定会Jが設置された。これに続いて，北海道，仙台，京都，神戸，山陽，九州の各地にも同じ会が設立
された(14) 同年 7月に設立された長野県の会は「長野県ライオン会Jを名乗り，後の「ライオン会」の名称



















































東京では， 1931 (昭和 6)年3月31日，丸の内の東京曾舘で東京ライオン会の発会式を執り行い，卸








蔵らは，すでに 1918(大正 7)年に，二葉会を結成して，若手創業者および 2世経営者の結束をはかつ





















































































(24) ここでの田畑商唐およひ・資生堂京都販売株式会社についての叙述は，前掲『資生堂販売会社五十年史~ 146~147 








さて，その後， 1927年から 37年までに，日用品を扱うセールス販売販売株式会社を除いて， 60の販
売会社が設立されている。設立年別にみると， 1929年が最も多い。資生堂の販売政策面で，新しい努力
がみられた年でもあった。



















王十年史』な2の情報によると， 44社のうち 5社を除く 39i土までが，地元商府の協力によって設立さ
れていることがわかる制。協力の内容は，出資，役員としての経営参加という，所有と経営に直接関係
(26) Wチzインストアー~ (資生堂， 1928年2月号)2買。
(27) 前掲『資生堂販売会社五十年史~ 10頁。
(28) r資生堂販売会社機構調査報告J (W販売網調査報告集~ 1940年対策委員会，花王社史編纂室所蔵)， W昭和十三
年小間物化粧品年鑑~ (東京小間物化粧品商報社.1938年)および前掲『資生堂販売会社五十年史』による。な
お，他社による調査が基礎情報の一部になっているという点で，信頼性と正確さの多少の問題は否めないが，この
種の史料の探索あるいは公開上の限界がある現況のもとでは，接近可能で，ある程度まで信頼できる史料の検討
も，それなりの意味をもつものと思われる。
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するレベルが最も多いが，営業権の譲渡や施設・設備の提供にとどまったものもある。いずれにせよ，
関与した地元卸唐は，先にみた資生堂化粧品東京版社と同様，複数であるのも少なくなかった。
中間流通組織としての卸部門を，資生堂製品専門の販売会社として組織化するうえで，こうした地元
卸庄の協力が得られたことは，資生堂サイドからみると，他のメーカー製品を排除するうえで大きな助
力となった。しかし，そのいくつかは，前述の朝日堂と同様に，卸眉組織の一部が母体となったのであ
り，京都の田畑商眉のように卸庖それ自体が母体となった事例はそれほど多くはなかった。つまり，卸
眉のサイドからみると，複数のメーカーの販売会社設立に関与したものも少なくなかったと思われる。
②卸庖関係者の販売会社役員兼任
ここで視点を変えて，卸庖側からみてみたい。 1938年発行の『昭和十三年小間物化粧品年鑑』所収
「業界人名辞典J(29)に掲載されていた化粧品業界の人々のなかで関係事業」項目に複数の化粧品メーカ
ーの販売会社の役員名を記載している人物 22名についてみると，資生堂の販社の役員を務めている者
は， 19名である。そのうち， 15名が中山太陽堂のクラブ販社の役員を兼任している。そのなかには，
前述の高橋東洋堂のアイデアル化粧品販売所の代表やマスター化粧品販社の経営者を兼営している者も
多い。このマスター化粧品は，東京の阪本一郎の経営する株式会社尚美堂の製造・販売によるものであ
る。同社では， 1930年末頃より販売維持部を設けた (30)とされており，この頃から販社政策に乗り出し
たと推定される。また，資生堂の役員名の記載がない 3名(愛知の原・水谷および兵庫の美馬)は，い
ずれもクラブ販社とマスター化粧品販社の役員を兼任している。
いずれにせよ，東京に本拠を置いた資生堂が，大阪，神戸をはじめ中国，四国，九州の西日本一帯の
販売会社設立に関して，積極的に問屋への協力を働きかけたことがうかがわれる。各販社への各人の所
有と経営の参加が，クラブと資生堂あるいはマスターのいずれが先であるかは，必ずしも明らかではな
い。いずれにせよ，先発企業「西のクラブ」の中山太陽堂の有力市場圏に対して，資生堂が積極的な参
入を果たしていったことは理解できょう。
しかし，そうした問屋への協力依頼の際，中山太陽堂にせよ，資生堂にせよ，いずれも競争企業の販
売会社の役員を卸唐代表者が兼務することを排除できなかった。これは，資生堂や中山太陽堂のような
製造・本舗にとっては，自社の価格政策を貫徹させるべき垂直的販売網の構築を企図しながらも，中間
の卸眉の価格交渉力を温存させる余地を残したことになる。このことは，卸庖サイドからみると，さき
にみた東京堂の設立と同様，製造・本舗の垂直的な市場戦略への抵抗を意味したといえよう。
おわりに
以上のように，本研究では，明治期後半に化粧品業界が形成されたこと，その頃からライオンなどで
既存の都市部や地方の問屋をネットワーク化する方向で代理庖網を構築し始めたこと，また正価維持の
ために問屋との連携を強化していったこと，さらに，資生堂などでは連携をさらに前進させた自前の代
理屈会社すなわち販売会社を全国に構築していったこと，それらの販売会社に関係した問屋サイドから
(29) W昭和十三年小間物化粧品年鑑J(東京小間物化粧品商報社.1938年)271-359頁。
(30) W大阪化粧品商報J(大阪化粧品商報社.1932年)中の「マスター 化粧品Jについての説明(頁不詳)。
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みると複数のメーカーの販社設立に関係していたこと，などが明らかにされた。今後は，本研究で対象
とした 1930年代初頭までの後の時期，すなわち戦時期や戦後の統制経済期にまで検討を進める必要が
あろう。これについては，他日を期することにしたい。
(ささき さとし)
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